












― その影響と対策 ― 
 
















































































 図表１ 図表２ 


























































































































































































































９、長期療養病床は A シナリオより少ない21万床に減らす。 


















































































































  ①ケア付住宅を10年で倍増。 
  ②往診・訪問看護で在宅療養を支援。 
  ③急増する認知症の国を挙げての取り組み。 
  ④介護の職員・施設に手厚い支援を。 
51、勤務医給与引き上げ以外には、麻酔医不足解消に歯科医が協力すること、看護師らに医師業務の一部を移
すこと等を提案している。 
52、中長期的には、24時間、重症度を問わずに患者を受け入れる救急病院「ER」（救急治療室）を全国400か所
に整備することを提案している。 
53、例えば作家の落合恵子氏は「高齢者が長「寿」の文字にふさわしい老後を送り、家族もそれを穏やかに見
守ることができなければ、若い人たちも将来に夢を持つことができないのではないか。国は、お年寄りに
こそお金をかけるべきだ。」と述べているが、同感である。（『読売新聞』（朝刊）、2008年10月22日、13面。） 
54、日本政策投資銀行の調査によれば、公立病院の勤務医給与は、都道府県によって２倍の開きがあることが
わかっている。2004年度の年額換算で、最高は北海道の2,301万円、最低は奈良県の1,132万円。100床当た
りの医師数は北海道が6.6人、奈良県は12.1人となっている。『朝日新聞』（朝刊）、2007年４月８日、１面を
参照されたい。 
55、厚生労働省と文部科学省の合同検討会「臨床研修制度のあり方等に関する検討会」で見直し最終案を提示
し、了承されたのは2009年２月19日である。 
56、上限枠を算出する基本方針は３月２日、厚生労働省の医道審議会臨床研修部会で提示され了承された。 
57、上限枠は東京が1,287（削減数は51）、神奈川は538（同46）、京都は190（同84）、大阪は533（同80）、福岡は
389（同45）となっている。 
58、研修病院は、年間３千人以上の入院患者を有し、研修医５人当たり指導医１人を配置すること等の指定基
準を満たさなければならない。 
59、『朝日新聞』（朝刊）、2009年４月17日、７面を参照。 
60、厚生労働省は2009年８月18日、後期高齢者医療制度の2009年度の保険料を発表した。それによれば、全国
平均で62,000円（前年度より3,000円減少）。最高は神奈川で83,000円、最低は秋田で37,108円。高いところ
では東京で84,274円、大阪で76,833円。低いところでは岩手で38,270円、山形で38,782円。 
61、『産経新聞』（朝刊）、2009年４月23日、５面。 
62、三重大学医学部では地域枠を2006年の５人から2009年の25人に拡大し、入学者に占める県内出身者の割合
も2009年には44.7％となっている。 
『週刊東洋経済』東洋経済新報社、2009年７月18日、41頁を参照。 
63、この点について、民主党は政策集の中で次のように批判している。「医療費抑制のために２年の臨床研修医
を義務化し、医師不足が顕著になると、今度は実質上１年の義務化へと見直し、研修医を地域医療に従事
させようとしています。これは大変な誤りです。」 
64、（株）東京商工リサーチによれば、2009年上半期の歯科を含む病院・診療所の倒産（負債額1,000万円以上）
は39件で、2008年の年間倒産件数の36件を上回っている。 
医師偏在について 159 
65、例えば、「世田谷区若手医師の会」（1994年設立、会員数106名）では、会員の専門科、臨床経験等をデータ
ベース化し、約20人の勤務医と連携して急性期から在宅まで対応するよう、患者を紹介し合っている。 
『日本経済新聞』（朝刊）、2009年６月21日、38面参照。 
66、日医は1987年に生涯教育制度を始めている。日医の会員は2008年12月現在、約16万５千人いるが、８万５
千人は開業医である。生涯教育制度は１年間に計10単位以上で「修了証」、３年連続「修了証」で「認定証」
の取得ができる。2007年度の「修了証」取得者は92,918人。単位については次のようになっている。 
医師会主催の講演会参加（５単位）、各学会主催の学会・講演会参加（３単位）、体験学習（病理解剖や手
術の見学、症例検討会への参加等）で５単位、学会発表や医学学術論文執筆（５単位）、臨床実習・研修で
指導医として指導（10単位）、自宅学習として『日本医師会雑誌』読後のハガキ回答で１単位となっている。
以上の中から１年間に10単位以上取ると「修了証」を得られる。 
67、日医は2010年４月に生涯教育制度を改め、新たな認定制度を導入するとしている。新制度では、2009年１
月に前述の３学会とともに作ったカリキュラム84項目のうち30項目以上について、30単位以上を３年間で
取得した場合に認定証を出すものとしている。ただし、従来のように講演会の受講のみで認定証を受ける
ことも可能である。 
 
（2009年９月14日受理） 
 
